
一部ユニット型施設について   



が 従来型と個室ユニット型混合 した特別養護老人ホーム等の指定状況（D  

平成15年4月1日（介護老人保健施設については平成17年10月1日）以降に新設さ  

れた従来型とユニット型の混合施設の指定（改修、改築又は増築を除く。）を行った  
事例があるかどうかについて、都道府県調査を実施した結果を集計。  

特別養護老人ホ一本   介護老人保健施設   計   

該当あり   4団体   白団体   11団体  
し（9件）   （26件）   （35件）   

群馬県1件   茨城県5件   茨城県 5件  
埼玉県6件   埼玉県 9件   群馬県1件  
広島県1件   東京都 3件   埼玉県15件  
佐賀県1件   新潟県1件   東京都 3件  

静岡県 2件   新潟県1件  
島根県1件   静岡県 2件  

内   訳  

広島県1件   島根県1件  
香川県1件   広島県 2件  
大分県 3件   香川県1件  

佐賀県1件  
大分県3件   

1   



従来型と個室ユニット型が混合 した特別養護老人ホーム等の指定状況②  

○定員全体に占めるユニット型個室の割合  ○指定年度  

特別養護老人ホーム   67．3％   

介護老人保健施設   41．4％   

全 体  48．0％   

特別養護老人ホーム   

平成18年度   1件   

平成19年度   1件   

平成20年度   4件   

平成21年度   2件   

平成22年度   1件   

介護老人保健施設   

平成18年度   3件   

平成19年度   7件   

平成20年度   5件   

平成21年度   7件   

平成22年度   4件   

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」において   

ヰ成26年度の特別養護老人ホームの入所定員中、ユニット型の比率を70％以上  

・平成26年度の介護保険3施設の入所定員中、ユニット型の比率を50％以上  

を目標として設定   

＜平均在所日数＞  

「介護サービス施設・事業所調査」（平成19年9月中の退所者等について）  

・特別養護老人ホーム1，465．1日  

・介護老人保健施設  277．6日  

○個室ユニット型の介護・看護職員配置の状況   

（職員一人当たりの入所者数）  

特別養護老人ホーム   1，95人   

介護老人保健施酸   2．02人   

全 体   2．bo人   

＜全国平均＞ 「平成20年度介護事業経営実態調査結果」   
・特別養護老人ホーム  従来型（2．4人） ユニット型（2．0人）  

○各施設の指定時期・人員配置状況等は別紙のとおり   



一部ユニット型施設に該当する施設   
H15．4．1現在  
（老健はH17．10．1現在）  

H15．4．2以降  
（老健はH17．10．2以降）  
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※ 当該規定がある施設は介護老人福祉施設（特養）・介護老人保健施設・介護療養型医療施設■短期入所生活介護  

※ 地域密着型特養については同様の規定はない  



一部ユニット型特別養護老人ホームに関連する現行の規定  

○介護保険法   
第48条（施設介護サービス費の支給）   

4 要介護被保険者が、介護保険施設から指定施設サービス等を受けたときは、市町村は、当該要介護被保険者が  
当該介護保険施設に支払うべき当該指定施設サービス等に要した費用について、施設介護サービス費として当該  

要介護被保険者に支給すべき額の限度において、当該要介護被保険者に代わり、当該介護保険施設に支払うこと  
ができる。   

○特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（省令）   
第43条  

一部ユニット型特別養護老人ホーム（施設の一部においてユニットごとに入居者の生活が営まれ、これに対する支   
援が行われる特別養護老人ホームをいう。）…  

○特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について（通知）   
第六 一部ユニット型特別養護老人ホーム   

1平成十五年四月一日に現に存する特別養護老人ホーム（建築中のものを含む。）が、その建物を同日以降に改  
修、改築又は増築して施設の一部にユニットを造り、ユニットケアを行う場合、また、同日において現に存する特別  

養護老人ホーム（建築中のものを含む。）が同日において現に有している（建築中のものを含む。）ユニットで施設の  
一部においてユニットケアを行う場合は、これを一部ユニット型特別養護老人ホームとし…  

○指定施設サービス等に要する責用の額の算定に関する基準（報酬告示）   
介護福祉施設サービス（Ⅰ：従来型個室、Ⅱ：多床室）・ユニット型介護福祉施設サービス  

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に   

関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、介護保倹法第48条第1   
項第1号に規定する指定介護老人福祉施設サービスを行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労   

働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入所者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。  
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（参考）各方面からの要望状況  

多床室■ユニット型の合築を含むより  

柔軟な整備や設置基準を認めてほしい   
多床室の整備を認めてほしい   原則個室ユニットの路線の堅持   

関東地方知事会（H22．7）  特養をよくする特養の会（H22．6）  

群罵県（H22．6）  
地域ケア政策ネットワークー  

福祉自治体ユニット（H22．6）  

平成22年  
九都県市首脳会議（H22．5）  

※民主党介護を考える議員連盟  

4月以降  （H22．6）  

高知県（H22．5）  
高齢社会をよくする女性の会  
（H22．4）  

（横浜市（H22．6））   

茨城県（H22．2）   ※公明党「新介護ビジョン」（H22．2）  

全国老人福祉施設協議会  

（H2乙7）   
鹿児島県（H21．7）  

平成22年  

3月以前  
大都市社会福祉施設協議会  
（H21．10）   

群馬県（H21．7）  

※九都県市首脳会議：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、横浜市、仙崎市、相模原市、千葉市、さいたま市の知事t市長  

※ 大都市社会福祉施設協議会：指定都市の社会福祉協議会  

※関東地方知事会：東京都、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県、静岡県、長野県の各知事  
f72 



特別養護老人ホーム入居者の所得分布  

ユニット型  

（N＝38′742）  

1．2％  

（67．5％）  
第一段階  9．8％  1．5％  

60．3％  

（50．9％）  
第二段階  56．5％  57．8％  

17．0％  

（47．7％）  
第三段階  15．4％  15．4％  

21．6％  

（18．9％）  
第四段階～  18．4％  ′25．3％  

※ 調査1：ユニット型施設における入居者サービスの実態把握及びあり方に関する調査研究報告書（H21．3）（医療経済研究機構）  

※ 調査2：経年変化を踏まえたユニット型施設の運営実態と地域におけるユニットケアの啓発に関する調査研究事業（H22．3）  

（社会福祉法人浴風会 認知症介護研究・研究東京センター）  
※ 調査2における各段階の（）内％は世帯分離率  

5   



1．改正の背景  

○ 地方分権改革推進委員会第3次勧告（平成21年10月7日）で方針が示された以下の3つの  

羞  

に、地方分権改革推進計画（平成21年12月  

15日間議決定）に基づき関連法律の改正を行う。  

（a）施設・公物設置管理の基準  

（b）協議、同意、許可、認可、承認  

（c）計画等の策定及びその手続  

2．改正の概要  
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（a）施設・公物設置管理の基準の見直し  

①児童福祉法・老人福祉法・介護保険法・障害者自立支援法の一部改正   

◆以下の施設・サービスの人員・設備t運営基準を、都道府県等の条例に委任。   
・児童福祉施設（保育所、助産施設等）及び指定知的障害児施設等（知的障害児施設、重症心身障害児施設等）   

・特別養護老人ホーム及び養護老人ホーム   

・指定居宅サービス（ホームヘルプ 、デイサービス等）、指定介護老人福祉施設等   
・指定障害福祉サービス（生活介護、就労移行支援等）、指定障害者支援施設等   

◆人計居室面積■人権侵害防止等の厚生労働省令七定める基準は「従うべき基準」、利用  
定員は「標準」、その他は「参酌すべき基準」とする。   

◆ただし、俸育所の居室面積基準については、厚生労働大臣が指定する地域にあっては、  
政令で定める日までの間は、「標準」とする。  

7   



■
▼
 
 

′
．
．
、
ミ
．
ぎ
ー
l
 
 

局施設・公物設置管理の基準の見直し   

②職業能力開発促進法の一部改正  

◆都道府県の行う施設外訓練及び委託訓練に関する基準を、都道府県の条例に委任。  
◆厚生労働省令で定める基準を、「参酌すべき基準」とする。   

③就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部改正  
◆認定こども園の認定要件の基準■表示基準を、都道府県の条例に委任。  

◆入所■入園資格基準は「従うべき基準」、その他は「参酌すべき基準」とする。  

※ ①及び③については、施行状況等を勘案し、条例委任の在り方や厚生労働省令等で定める基準の  

在り方について検討し、必要があると認めるときは、検討結果に基づいて所要の措置を講ずる。  

（b）協議、同意、許可、認可、承認の見 直し   
○林業労働力の確保の促進に関する法律の一部改正  

◆林業労働力確保基本計画の策定・変更における農林水産大臣・厚生労働大臣への協議  

を「報告」とする。  

（c）計画の策定及びその手続の見直し   

○医療法の一部改正  

◆医療計画の内容のうち、地域医療支援病院等の整備目標に関する事項等に係る規定は、  
義務から努力義務化する。  

3．施行期日  

2．（a）－・・平成23年4月1日（①②については、施行日から1年を超えない範囲内で、条例が制定施行されるまでの間は、  
厚生労働省令で定める基準を条例で定める基準とみなす旨の経過措置あり）  

（b）（c）・・・公布の日   



特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の地方分権による条例委任の考え方  

L革筆の類型  基軸吻  巨厚隼労働省の対応 毒   

等  
従うべき基準   星 人員配  3人に対し介護・看護職員1人以上  
従うべき基準   

言 居室面  居室：10・65n了（ユニット型施設は13・2ポ）  

星人権に直結する妻○サービス内容の説明と同章   

毒 運営基準 量○サービス提供拒否の禁止  従うべき基準  

ぎ  

io 身体的拘束の禁止  
○ 秘密保持  等   

」   

雪上記以外の ！施設・設備・運営 基準 ”  

竜   参酌 

H i   

定め  

等  
L   

（参考）地域主権改革推進一括法案第18条より（介護保険法部分の改正案）  

第八十八条 指定介護老人福祉施設は、都道府県の条例で定める員数の介護支援専門員その他の指定介護福祉施   
設サービスに従事する従業者を有しなければならない。   

2前項に規定するも甲のほか、指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基準は、都道府県の条例で定める。   

3 都道府県が前二項の条例を定めるに当たっては次に掲げる事項については厚生労働省令で定める基準に従い定   
めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。  

一 指定介護福祉施設サービスに従事する従業者の員数  

二 指定介護老人福祉施設に係る居室の床面積  

三 指定介護老人福祉施設の運営に関する事項であって、入所する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処  
遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの  

※ 他の介護施設等についても、「地方分権改革推進計画」に沿って、上記に準じた仕分けを行っている。  9   



一部ユニット型施設についての今後の進め方（案）  

○一部ユニット型施設の考え方について、以下のスケ   
ジュールで整理を行ってはどうか。  

① 7月29日   
一部ユニット型施設の指定状況に係る調査結果を報告、議論  

② 8月  
地方公共団体及び関係有識者からヒアリング  

③ 9月上旬  
報酬返還の考え方、及び今後の一部ユニット型施設の在り方  
について審議  

て・「   



部ユニット型施設について  

（参考資料）   



従来型とユニット型の混合施設の概要（指定済み）  

施設  区分   

番  都道府  
指定年度  ユニットケア  

従来型とユニット型の職員の配置  

⊂コ 丁ぎ  県名  特養；  定員  介護職員 看護職員  定員  介護職員 看護職員   定員         の実態（自治  状況  
体の判断）   

22  多床室  
茨城県  ○   H19   48  

8   12   と兼務   
20   2   9  

（2）   

10  37j 
2   茨城県  ○   H20   20  60   6  

2  （6）   

1：1．6  ○  別々に固定して配置（一定期間ご とにローテションを実施）   

26  
3   衰城県  ○   H21   80  

9  

20   2   10 （2）  1：2．0  ○  別々に固定して配置   
19  多床室  

4   茨城県  ○   H22   56   皿   4   と兼務   
40   4   26 （4）  1：1，5  ○  別々に固定して配置   

多床室  
5   茨城県  ○   H22   40  14  40   4   

ユニットリーダーは固定、その他の  
7   20   と兼務  ○   職員はローテーション   

6   群馬県   ○  H芦1   20  10 口  40   4   25．3 （4）  1＝1．6  ノ○  別々に固定して配置   

11．6  
7   埼玉県   ○  H18   28  72   7   41．3 （7）  1：1．了  ○  別々に固定して配置   
8   埼玉県   ○  H20   20   

15  
80   8   35 （8）  1：2．3  ○  別々に固定して配置   

9   埼玉県   ○  H20   31  12．6 2  36   4   18．2 （4）  1：2．0  ○  別々に固定して配置   
28．7  

10   埼玉県   ○  H20   16  7．3 0．6  60   6  

（6   
1：2．1  ○  別々に固定して配置   

20  75j 
埼玉県   ○  H21   50  

3  

100   10  
（10   

1：1．3  ○  別々に固定して配置  



従来型とユニット型の混合施設の概要（指定済み）  

番  都道府  
指定年度  ユニットケア  

従来型とユニット型の職員の配置  

亡コ 7弓■  県名  特養  老健  
状況  

定員  介護職員 看護職員  定員  介護職員 看護職員  定員         の実態（自治 体の判断）   

14．1  
12   埼玉県   ○  H22   30   1．8  40   4   25．1 （4）  1fl．6  ○  別々に固定して配置   

14．7  
13   埼玉県  ○   H18   56   8．1  39   4   15 （4）  1：2．6  ○  別々に固定して配置   
14   埼畢県  ○   H18   32  10．3 3．6   8  20   2   8．2 （2）  1：2．4  ○  別々に固定して配置   

21．6  
15   埼玉県  ○   H19   40   7．1   20  40   4   15．2 （4）  1：2．6  ○  別々に固定して配置   
16   埼玉県  ○   H20   40   4   20 （4）  1：2．0  ○  別々に固定して配置   
17   埼玉県  ○   H20 

26．6  
60   6   60   7．5  30．6 （6）  1：2．0  ○  別々に固定して配置   

18   埼玉県  ○   H21   35   15 3  正  80   8   42 （8）  1：1．9  ○  別々に固定して配置   
19   埼玉痕  ○   H21   5P  15．寧 8．5  ′10  20   2   8 （2）  1：2．5  ○  別々に固定して配置   

49j 
20   埼玉県  ○   H21   40  12．7 6   5  

80   8  

（8）   

1：1．6  ○  別々に固定して鱒置   

21   埼玉県  ′○   H21   40  16．3 3．5  40   4   20．2 （4）  1：2．0  ○  別々に固定して配置   
27．6  

22   東京都  ○   H19   20   2   
別々に固定して配置（一定期間ご  

80   7．3  13．9 （2）  1：1．4  ○   とにローテシ当ンを実施）   
2   



従来型とユニット型の混合施設の概要（指定済み）  

施設  区分   

番  都道府  
指定年度  

従来型とユニット型の職員の配置  

⊂：コ ■弓■  県名  特養；   
介護職員  

定員  介護職員 看護職員  定員   看護職員   状況  
体の判断〉   

33．6  多床室  
23   東京都  ○   H19   64  

7   16   と兼務   
20   2   12 （2）  1二1．7  ○  別々に固定して配置 

26，2  多床室  16j 
24   東京都  ○   H22   

74   皿   36   と兼務   
40   4  

（4）   

1：2．5  ○  別々に固定して配置   

25   新潟県  ○   H20   48   
14  

2   30   3   
別々に国定して配置（一定期間ご  

3  21 （3）  1：1．4  ○   とにローテションを実施）   
9  多床室  36j 

26   静岡県  ○   H19   20  99   9  
勤務表では分けているが、固定は  

2   口   と兼務  （9）   

○   していない   

多床室  
27   静岡県  ○   H22   16  6 14   32   と兼務   10   口  

18  6  

28   島根県  ○   H20   48  12  40   4   
23j 

6  2  （4）   

1：1．7  ○  ユニットは固定、ユニットから従来 型への応援有り   

多床室  
29   広島県   ○  H20   27  ※14 4   

口   と兼務   
42   4   17 （4）  1：2．5  ○  別々に国定して配置   

7  

30   広島県  ○   H21   30  
3  

50   5   22 （5）  1：2．3  ○   別々に固定して配置   
7  15j 

31   香川県  ○   H21   30  
4  

30   3  

（3）   

1二2．0  P  別々に固定して配置   

6  

32   佐賀県   ○  H19   15  3畠   4   17 （4）  1：2．1  ○  別々に固定して配置   

16  多床室  
33   大分県  ○   H18   42  

9   6   と兼務   
20   2   13 （2）  1：1．5  ○  別々に固定して配置   

3   



従来型とユニット型の混合施設の概要（指定済み）  

施設  区分   

番  都道府  
指定年度  

従来型とユニット型の職員の配置  
ユニットケア  

匡 ■巧‘  県名  特養   定員  介護職員 看護職員  定員  ■介護職員 看護職員   定員  状況  
（うちユニットリーダー）   

体の判断）   

2  

34   大分県  ○   H19   8  17   2   9  

（2）   

8  8j 

35   大分県  ○   H19   16  
2  

9   口  
匪   

1：1．1  ○  別々に固定して配置   

※ショートステイを兼務  

4   



要介護認定システム廃止・簡略化論についての意見  

介護給付費分科芸委員（龍谷大学教授〉 池田 省三   

最近、介護保険の要介護認定制度について、その廃止や簡略化を求める論議が見られ、   

介護保険部会でも山部の委員が主張されているようである。しかし、認定の廃止は介護保   

険制度を崩壊させ、簡略化も利用者に多大な支障を与えるものである。  

認定の廃止・簡略化は、介護給付費にも重大な影響を与えることから、当分科全委員と   

して、以下に意見を述べる。   

これまで、介護保険が円滑に運営できたのは、公正なサービス配分が行われてきたこ   

とによっている。かつての「社会福祉の措置」の時代は、受給者、サービスの種類と量、   

負担額までもが、市町村の裁量によって決定されていた。 しかし、介護保険施行以降は、   

「どれだけの介護の手間がかかるか」を科学的に判定し、それによってサービス利用を保   

障することとなった。だからこそ、介護保険は国民から納得され、支持されてきた。  

社会保険は保険事故を明確に定義して、これに該当する場合、給付を行う仕組みであり、   

要介護認定は保険事故の定義に当たる。したがって、その廃止・簡略化は介護保険制度を   

根底から覆す。  

また、介護保険施行直後の調査では、認定システムは国民の4分の3の支持を受けてお   

り（資料1）、現在も、認定廃止を主張する者が代表する組織でさえ、認定廃止を求める   

会員は少ない（資料2）。現行の認定は国民に信頼されているのである。   

認定が要支援1～要介護5までの7ランクに区分されていることに対して、3段階程度  

に整理すべきとの意見も見られる。たしかに、独、仏、韓等では3～4の区分となってい   

る。しかし、これらの国は日本の要支援、要介護1等は給付対象としておらず、ほぼ日本  

の要介護3～5に該当する者を対象としている。つまり、日本の要介護区分とほとんど変   

わらないものなのである。要支援のような介護以前の虚弱高齢者、要介護1のような軽度   

要介護高齢者にサービスを保障しているのは、北欧を除いて日本ぐらいであるということ  

をもっと考えるべきであろう。  

ー1－   



現行の7区分を3段階にすると、利用者に大きな不利益を与える。要介護度が改善され  

た場合、利用サービスの大幅な減少につながり、継続的なサービス利用が阻まれることと   

なる。のみならず、給付水準を一部引き下げる恐れも強い。（資料4）   

要介護度を松竹梅の3段階にし、ケアマネジャーを中心に認定をまかせ、それぞれ20   

万、30万、40万円まで使えるようにせよ、という恐るべき主張もみられる。ただでさえ、  

多忙なケアマネジャーに認定の社会的責任を負わせ、それで公正な認定が担保されるのだ  

ろうか。本人・家族らの強い要求に対して、何の権限も持たないケアマネジャーに説得の  

義務を持たせることができるのだろうか。際限のないサービス要求を認めれば、介護保険  

財政の破綻は必至である。   

認定によってサービス利用が制限されているという指摘もある。しかし、これは全く現  

実を見ていない論議である。要介護度別に見た在宅サービスの平均利用額は、いずれも支   

給限度額の半分程度であり、かりに1ランク低く認定されたとしても、利用に支障のない   

ケースが大部分を占めている。利用額の分布を見ても、支給限度額前後まで利用している   

受給者はきわめて少ない。（資料5）もちろん、このような利用状況が望ましいものであ   

るかは、論議のあるところである。しかし、認定システムがサービス利用を制限している   

というのは、全く根拠のない主張であることは自明である。   

認定システムは、国際的に高い評価を得ており、科学的かつ中立・普遍的な制度とされ   

ている（資料6）。また、介護サービス保障にあたって、いずれの国も認定ないし基準を   

策定している（資料7）   

要介護認定2009年版の実施における厚生労働省の失態（「介護を必要としない＝自立」   

等の記述、批判への迎合的な「経過措置」の実施等）により、認定システムに不信感が拡   

がった。政権交代により、これまでの行政の在′り方を検証抜きで否定するという風潮とも   

重なり合って、このような論議が登場していることは、深刻に憂慮すべき事態である。  

認定廃止・簡略化は、社会的公正さを欠き、財源の見通しも考えない無責任な論議であ   

る。介護保険の崩壊に繋がる自殺行為として、明確に否定されなければならないものと考   

える。  

以上、この意見は介護保険部会にもお伝え願いたい。  

－2－   



資料1  

介護保険施行直後の要介護認定は、認知症家族も含め75％が納得  

市町朴関係団体の調査による。AとBの総計すると、納得傾ね納得、妥当・高いは75．4％を占める。  

資料2  

現在は、認定システムについて認知症家族の半数近くは現行を支持  

信濃毎日新聞調査「要介護認定についてどう考えるか」  
回答者認知症介護の家族1146人（注  

「諾対症の人と家族の会」の都道府県支部のうち、  
協力を得られた長野県を含む3B支部の会員と長野  

県芸者所・クル肌－プホーム連絡会の協力を得て、  
県内205施言蔓の利鞘者の家族を対象に、計3531人  
J〕孟琶至荒紙を配布、3S都道府県の11呂9人′県内  
4〇5人県外看S4人の宣言を得た  

その他15．7％  

認定をなくす．13．5％－  現行のままでよい，41．5％  

段階数をもっと減らす．‖．5％ ノ／  
段階数をもっと増やす．12．4％  

信濃毎日新聞2010年6月10日   
－3－  



資料3－1  

2005年改正前は軽度の認定率格差が大きい  

都道府県別・要介諾度別第1号被保険者の認定率平成り年10月  

夢支援  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5  

資料3－2  

2005年改正後は認定率のばらつきが大幅に改善  

都道府県別・要介荘度別 第1号被保険者の認定率 平成2t年10月  

0∝耽  

要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  

－4－  

要介護3  要介護4  要介護5   



資料4－1  

要介護度の簡略化は利用者に大きな不利益を生じさせる  

財源制約により、支給限度客削ま平均化される  
0
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3
0
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5
 
2
0
 
 

3区分にすると、区分支給限度額  

の上限近くまでサービスを利用して  

いる者は、心身の状態が改善し、  

要介護状態区分が1段階軽くなる  

際には、現行の7区分よりもサービ  

ス量が著しく減少する。  

（より重度は引き下げ）  

区
分
支
給
限
度
額
 
 

194，800  267，500  306，000  358，300  

104，000  165，800  

要支援1 要支援2  要介護1  要介護2  要介護3 要介護4   要介護5  

資料4－2  

支給限度額の水準は社会的な合意が必要  

「松竹梅」認定方式の在宅サービス利用限度額  

□松竹梅増加額 松竹梅支給  

要支援1  要支援2  要介護1   要介護2  要介護3  要介護4  要介護5  

－5一   



資料5－1  

認定による在宅サービス利用額の制約は見られない  

在宅の認定者におけるサービス給付単位数の分布 平成20年4月審査分  

資料5－2   

要支援レベルの高齢者鱒9％程度存在し、うち7割強はサービス不要？  

第1号被保険者の要支援認定率の上位10市と下位10市  

要支援等  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5  

－6－   



資料6－1  

わが国の要介護認定に関する諸外国からの評価（1）  

○オランダやフィンランド、イギリスの様な政府のサービス給付においては、専門職種による総合的なアセスメントによる主観的な評   
価が通常であるが、これらは個人のニーズや環境への適用に対して責任を負うものであるが、普遍的なプログラムという文脈にお   
いては政治的に受け入れられない傾向がある。それに対して、月本の介護慮蜘   
に土星出出：土工註魅。  

OKassenerandJacksonによると、ADLよりIADLにケアはより必要だということであるが、こうした状態を評価するにはより複雑なア   

セスメントが必要になるが、旦杢の介護保験はこれを塞現出る一つの倒として評値。  

（MarkMerlis．Long－TermCareFinancing：ModeJsandFssuesPreparedfortheNatiQnalAcademyofSociaILnsuranceStudyPaneton   
Long一丁ermCare2004．）  

資料6－2  

わが国の要介言隻認定に関する諸外国からの評価（2）   

○ドイツでは、連邦保健省に設置された検討委員会において、要介護認定の見直しに関する検討が進められて   

きた。その背景には、ドイツでは、具体的な日常生活活動（排泄、入浴、食事、衣服の着脱、就寝・起床など）に   
関する援助の必要性だけが要介護認定の基礎となってきたことがある。このため、例えば、盈短症高齢者の場   
合に必要となる一般的な付添・見守りの必要性なとか葉介認許定においては考 されないなと－の問題点が指   

値されている。  

0 2007年から2008年にかけて行われたど一レフエルト大学（シェーファー教授）を中心とする研究班による調   

査研究では、出の検証に役立ヱる皇め、諸外国の要介護認定システム、特に日本とイギリス（FACEとに   

魔王昼註建立拙皇巴家との意見交換も実施された。  

0 2008年3月にまとめられた風致霊班但艶告喜一こ怯、このミーティングは要介護の審査に関する基本問題の   
解決にとって示唆に富むものであった旨の記述があり、ADL等の身体的な要素以外を客観的な手法によって把   
握する日本の豊企塵盟星州 る。  

（RechercheundAna［ysevonPflegebedtlrftigkeit5begriffenundEinsch云tzungsinstrumenten－Oberarbeitete，   
korrigierteFassung－Bielefeld，23．Mbrz2007）  

○日本の介護保険制直における要介護認定によって、要介護度を定め、その区分ごとに上限支給硯を決めるとい   
う枠組みは、結果的に早期の介入を促進し、またさらなる悪化を防ぐ方法であり、高齢者の健康な自立を促進さ   
皇ているも馳王証値。  
（MrChikaraSakaguchi・BronwYnBishop AcomparisonofagedcareinAustraliaandJapan．Commonwealthof   
Austra＝a2001）  

－7－   



資料6－3  

わが国の要介護認定に関する諸外国からの評価（3）  

○ 日本における要介護認定制度は、必要性に応じて提供する介護の平等性を保ち、すべての人に対して同等の   

保障を確約できるものであり、中でも、全国で「律の精卿蔓   
性を判断することが際立っているところであるとして評価。  

○ 日本の介護保険制度は、少なくとも一見した限りでは脚   
塵金利定システムを持っているようだとして註塵。（MartenLagergren＆NorikoKurube，SocjaIstyrelsen．Jnsatserj   
引dreomsorgenif6rha［［andeti［［behov－enj云mf6reLsemellanJapanochSverige）  

○日本の要介護認定が高齢者の状態像をそのまま評価するのではなく、企護サービスの必要性に変換し、皇重畳   

度を評価している点に高い独自性がある点を評価。（安 ソヒ老人長期療養保険制度の導入による問題点及   
び改善方案に関する研究．牧園大学 産業情報大学院．社会福祉学 2007，22－23）。  

○ 豊国里長遡療養保険制度が保険給付対象者が1～3等級と狭いことに言及したうえで、この判定方法につい   
ても日本の認定兄姉多い点が阻題点であるとの指摘が   

あり、また、介護予防という軽度要介護高齢者を含む醐、畳臨給   
付の判定においても客観的な評価が用いられていることを評価。（ソンウドク．日本介護予防事業の実態と示   

唆．保健福祉フォーラム，第131号、97－109，2008，107－108）  

資料7  

諸外国の介護保障システムも要介護度の区分が一般的  

日本   イギリス   ドイツ   フランス   フィンランド   
①国民保健サービス（中央）  ①自律手当（APA〉  ①社会サービス  

プログラム   公的介護保険  ②社会的サービス（地方）  ②社会扶助  ②保健サービス  
③社会保障給付（社会手当）   ③親族介護支援   

財源（税、保険料）  保険料50％、一般税50％  一般税   保険料   一般税   一般税   

自治体が召集するSASグルー  
疾病金庫が州レベルで設置する  プ（地域の社会・保健医療サービ  

認定機関   市町村の介護認定審査会の判  地方自治体。社会サービス部に   MDKの判定（を受けて、保険者   ス関係者の会議休：ヘルスセン  
県       定（1時判定はコンピュータ）  よるニード評価レベルの決定  ＝介護金庫が要介護の有無・要  ター医師、在宅サービス代表  

介護度を決定）。  者、行政代表者、ナーシング  
ホーム代表者等）   

認定の区分数  了段階  3段階 、ヨネのモ≡介護巨2≧封韓タト  4段階   6段階   

1次判定：保険者（市町村）による  従来、各地方自治体の裁量で独  要介護調査：医療福祉チーム   
要介護認定。話語三∃認否による7ぺ  白の利用基準設定。董が善j用基  
三長冒の吉男書経菜〇〕PCうエ三豊によ  三三とアクセスに管するカイトライ  

（最低、医師1名・福祉職員1名）  
自治体から派遣される訪問者護                阜GGヱR冶三重文恵判定尺度■  

認定方法  り判定。   ン「ケアヘの公平な利用」を示し  17謹巨：でGIRl（貴重度）～GIR  師等によるRA、JA．インデックス  
2次判定：専門委見で構成する  た4段階の要介護度にもとづき、  6（非該当）に分類。G王R5〔三芳ご筐・  ざ13項目二を薫いと訪㌍詳腐を実  
介護認定審査会において主治  計責任が必要′宣しベルを決定 食蔓整牒・家事の部分ヨ三枝助か  施。SASによるサービス認定。  

医の意見書等を加味して最終判  必望およぴG一穴ご詳言麦当．はAP  

定。   けることができる。  Aの対象外   

必箕度とケアタイプとの河ー心関  
係が棲準化。  

「拉介三堕5：1 、iミう：三二う0（ト，′し†r  「要全ケア（ヘルスセンター付属  

認定区分別の給付    普介護・1こう〔粧t）（）（1∫ノしっ≡「 曹：汀三窪：〕り6フ「▲〔旧・ 

定常忠：1Sほ［」頂   G旧十12021‡し」R  
、′f  

病床）」  

差分派m」右（忙UR  「；1R210つ】EしjF「  
上限（ドイツ、フラ ンス在ケアの  旦す「護21い＝りひ【、r  

「要強化型ケア（ナーヾ、グホー  

は宅  聖介捕Ⅲ（惜OEUR   （ユIlべ3：77推UR  ムケア）」   

場合）   
豊介護卜 42ロEしJR   G！R4二 515［U「1   「要監視下ケア（強化型ケア）」  

要支援2二104，00町en  「要監視下ケア（強化型在宅ケ  
要支援1：49．70町en  

ア）」  

「要ケア（在宅）」 「雇引福相圭ノア■ア／粛≡2 

．オ揚てナ1J   

身体的要介護状況の認定。認知  
・や支援～Lきせ介三廷2等のドイツ   症の判定基準への反映は（財源  キ」定ツールプ〕イ芸を貢性やアセスメ   

2004年からシングル・アセスメン  

象者に含まれる   RAVAが心理面・精神面の状況  
判定の記載方法のガイドライン  

認定の特徴  
Jjし、  が2008年に改訂）現在新たな   
・持主沌轟か忙侶封二じべ1H宥的に   

蓑丈   組みが進行。   ているSMAFツール）が試行実  
、  

草㌧   験的に実施中。   

出典）OECD（2005）、石井（2008）、増田編（2008）、山田（2002）、笹谷（2008、2009）、松本（2009）、日独仏3カ国シンポジウム資料（2009．2）。   
認定区分※ドイツは20髄年4月（在宅）、フランスは20D7年12月（在宅）、日本は200時時点－ 
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（粟）  

分 介 発 弟  

平成22隼7‖2日l！  

什余牒障府議ぶ   

●、‥i－1‡－ －．－・い：」ニー十   

れ礁給付理分科会  

分科余1、三 人イナ長 州  

指定j地域密j■㍗里サー′′′′′一ビニぺ〃）・ト掛ハ人＝、．甘備及UⅦ丹＝二l；をj十ろ拭準（ヤ戌I  

H隼り二′トリJ・倒れ、イ描‡：ト1り・）、指疋介腫老人裾址施－i貨〟）人＝、滋備及‘び運′抑L二l；り  

すろl．招主（巾Jkl川二jゾ／卜γI、て†；了Ii：う！）りう、介護老人†封建施．役の人＝、施設及び  

ぷ備ルびに運川二l粧ト㌃町†l圭（、巨成11冊ノ：／卜竹、†㌻7才トl（）りう、指定介．礁扉長里  

掛備及りⅦ丹什二l廿十ろ〃誹i董（、内皮11牛け′lイけ川＝1り・）  l畑頗施，役のメJし －  
び運ポ’〕巨りくに指定  

及び指定地城漱石ノIiり「誰r′lリ上り一－一一ビス什け業〟）人〔し．け備及  

」地域枠用ノ1i■り「．i／∈】′′防サ・－ビスに榛ろ介護r′lリブゾ）ため〟）効肘l（」ノ‘lこよjか）ノノナノミに11‡1  

rlj‾る肘（【重 い巨成1H隼り二／卜制動竹、†持ち：川り・）の・潮改蔓仁に／）いて（用1l．■・）  

、臣友22什7＝2り＝ハjニノト′ソJ－働竹、発とり72リ吊lり▲をヰ）／ノて什余†捌け据議  

会に前肛廿雄）／」た腔記に／′〕いて、 、一1分科会は解．歳の結来、．溝川ル）j通り改l上すろ  

ことを「／軒十ろと〟痛Ii．論をてけ1ハて用H十ナろ．ノ   




